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(57)【要約】
【課題】構造変形に伴う面圧分布の乱れが軸受性能に悪
影響を及ぼすことを防止するため、重量の増大を最小限
に抑えた剛性の調整及び変化により、良好な軸受性能を
維持できるようにした旋回輪軸受構造を提供する。
【解決手段】内輪１１及び外輪１２Ａに形成した軌道輪
１４，１５間に転動体１３を挟持してなる転がり軸受の
旋回輪軸受１０Ａは、内輪１１及び／または外輪１２Ａ
の剛性を周囲より高めた剛性強化部２０Ａを軸受面圧の
高い周方向領域に設けた旋回輪軸受構造となる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造
であって、
　前記内輪及び／または前記外輪の剛性を周囲より高めた剛性強化部を軸受面圧の高い周
方向領域に設けたことを特徴とする旋回輪軸受構造。
【請求項２】
　前記剛性強化部は、前記内輪の内径及び／または前記外輪の外径を非真円にした幅広部
であることを特徴とする請求項１に記載の旋回輪軸受構造。
【請求項３】
　前記幅広部が台形状の軸方向断面形状を有していることを特徴とする請求項２に記載の
旋回輪軸受構造。
【請求項４】
　前記剛性強化部は、前記外輪の外周面及び／または前記内輪の内周面に取り付けられた
補強部材を備えていることを特徴とする請求項１に記載の旋回輪軸受構造。
【請求項５】
　内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造
であって、
　無負荷時に前記転動体が前記軌道輪の表面に接する初期接触角を、荷重負荷及び構造変
形時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化させて設定したことを特徴とする旋回輪
軸受構造。
【請求項６】
　内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造
であって、
　前記軌道輪の溝半径を、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方向
へ変化させて設定したことを特徴とする旋回輪軸受構造。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえばナセルのヨー駆動装置や風車翼のピッチ駆動装置に好適な転がり軸
受の旋回輪軸受構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１４に示す風力発電装置（以下では「風車」とも呼ぶ）１は、風車翼５を備えたロー
タヘッド４が風力を受けて回転し、この回転を増速機により増速するなどして駆動される
発電機により発電する装置である。
　このような風力発電装置１において、風車翼５を備えたロータヘッド４は、タワー２の
上部に設置されたナセル３内の増速機及び発電機と主軸を介して連結されているので、ロ
ータヘッド４の向きを変動する風向きに合わせる（ロータ回転面を風向に正対させる）必
要がある。
【０００３】
　このため、たとえばアップウインド型の風力発電装置１には、ナセル３をタワー２上で
ヨー旋回（略水平面上で矢印Ｒｎの方向に旋回）させてロータヘッド４の正面から風を受
けるようにするため、すなわちタワー２に対してナセル３をヨー旋回させる装置として、
ヨー駆動装置が設けられている。
　また、各風車翼５は、風速等の変化に対応してピッチ角を変動させる必要があるため、
ロータヘッド４に対して風車翼５を矢印Ｒｗの方向に旋回させる装置として、風車翼毎に
ピッチ駆動装置が設けられている。
【０００４】
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　上述したヨー駆動装置及びピッチ駆動装置では、ナセル３や風車翼５をそれぞれ旋回可
能に支持する風車用旋回輪軸受として、たとえば図１５の左側に示すように構成された旋
回輪軸受１０が採用されている。この旋回輪軸受１０は、内輪１１と外輪１２との間に転
動体１３を配置した構成の転がり軸受であり、内輪１１側及び外輪１２側の相対的な回転
を可能に支持する機械要素である。
　また、風車用等の旋回輪軸受１０は、最大面圧を基準にして設計される。そして、上述
した風車用旋回輪軸受を含む一般的な旋回輪軸受１０は、特に風車用旋回輪軸受のように
大型の旋回輪軸受は、旋回輪軸受１０を設置するタワー２、ナセル３及びロータヘッド４
等の構造体において、内輪１１や外輪１２が構造体を構成する強度部材の一部としても使
用されている。
【０００５】
　このため、旋回輪軸受１０が十分な剛性を有していないと、周囲の構造変形の影響を受
けて面圧分布に乱れを生じるなど軸受性能にも悪影響が及ぶこととなる。
　図１６は、上下２段の転動体１３を備えている旋回輪軸受について、構造変形の有無と
面圧との関係を示したものである。この図によれば、構造変形がない場合の面圧分布は略
半円の円弧形状を描いているが、構造変形がある場合には、略半円の円弧形状に大きな乱
れを生じた面圧分布となっている。なお、図１６の横軸は、周方向の角度であり、以下の
説明において、転動体１３の上下方向は、旋回輪軸受１０をヨー駆動装置に用いる場合、
上段がナセル３側で、かつ、下段がタワー２側となり、旋回輪軸受１０をピッチ駆動装置
に用いる場合、上段が風車翼５の翼先端側で、かつ、下段がロータヘッド４に取り付ける
翼根元側となる。
【０００６】
　また、図１７は、旋回輪軸受１０に外力を受けた場合の構造変形例を示しており、図中
に矢印で示す外力Ｆの方向に応じて、内輪１１及び外輪１２が異なる変形をする。
　なお、図１７（ａ）は、内輪１１及び外輪１２が楕円状に変形する場合の外力入力例、
図１７（ｂ）は内輪１１及び外輪１２が軸方向に撓む場合の外力入力例、図１７（ｃ）は
内輪１１及び外輪１２の面間が広がる方向に変形する場合の外力入力例を示している。
【０００７】
　このような旋回輪軸受（転がり軸受）１０においては、たとえば下記の特許文献１に開
示されているように、外力による変形を防止して面圧の均一化を維持するため、軸受の固
定部分を増やして剛性を上げる技術が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１０－２３６６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、上述した風車用等の旋回輪軸受１０は、荷重を受けた際、周辺の構造変形に
よる影響で内輪１１や外輪１２にも変形が生じると、転動体１３に作用する面圧分布の乱
れを生じ、面圧の一部分のみが局所的に高くなる場合もある。たとえば図１６に示した面
圧分布においては、上下２段に配設された転動体１３の一方である上段ベアリングについ
て構造変形有り及び構造変形無しの場合を比較すると、略半円の円弧形状となる構造変形
無しの最大面圧より角度９０度の付近で構造変形有りの最大面圧が高くなっている。
【００１０】
　このような面圧分布の乱れを解消する対策としては、たとえば図１５の右側に示す旋回
輪軸受１０´のように、剛性を確保するため内輪１１´や外輪１２´の体格を大きくする
ことが考えられる。しかし、風力発電装置１のヨー駆動装置やピッチ駆動装置に使用され
る旋回輪軸受１０の場合、タワー２の上部に設置される部品であることから、体格を大き
くすることは重量増加の原因になるため好ましくない。特に、近年の風力発電装置１は、
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大出力を得るため大型化する傾向にあり、従って、タワー２の負担を軽減するためにも旋
回輪軸受１０を含むナセル３やロータヘッド４等の軽量化が大きな課題となっている。
【００１１】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたもので、その目的とするところは、構
造変形に伴う面圧分布の乱れが軸受性能に悪影響を及ぼすことを防止するため、重量の増
大を最小限に抑えた剛性の調整及び変化により、良好な軸受性能を維持できるようにした
旋回輪軸受構造を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、上記の課題を解決するため、下記の手段を採用した。
　本発明の請求項１に係る旋回輪軸受構造は、内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体
を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造であって、前記内輪及び／または前記外輪の
剛性を周囲より高めた剛性強化部を軸受面圧の高い周方向領域に設けたことを特徴とする
ものである。
【００１３】
　このような旋回輪軸受構造によれば、内輪及び／または外輪の剛性を周囲より高めた剛
性強化部を軸受面圧の高い周方向領域に設けたので、内輪や外輪の剛性を軸受面圧に応じ
て周方向に変化させることで、重量の増加を必要最小限に抑えて面圧分布に生じる乱れを
解消できる。すなわち、内輪や外輪の剛性強化部は、軸受面圧が高く変形しやすい周方向
の領域に対して剛性を部分的に高く設定したものであるから、周方向において強度的に余
裕のある領域には重量増加の原因となる剛性強化部がなく、従って、軸受性能を維持しつ
つ旋回輪軸受全体の重量を抑えることが可能になる。
【００１４】
　上記の旋回輪軸受構造において、前記剛性強化部は、前記内輪の内径及び／または前記
外輪の外径を非真円にした幅広部であることが好ましい。すなわち、内輪の幅広部は、内
径を小さくすることにより平面視の内輪幅を増した（断面積を大きくした）剛性強化部で
あり、外輪の幅広部は、外径を大きくすることにより平面視の外輪幅を増した（断面積を
大きくした）剛性強化部である。
　この場合、前記幅広部は、台形状の軸方向断面形状を有しているものでもよい。すなわ
ち、幅広部の断面形状は、軸受面圧を受ける上面側の辺が長く、上面側と平行な下面側の
辺を短くした台形状とすれば、重量の増加を必要最小限に抑えて剛性（断面積）を増し、
面圧分布に生じる乱れを解消することができる。
【００１５】
　上記の旋回輪軸受構造において、前記剛性強化部は、前記外輪の外周面及び／または前
記内輪の内周面に取り付けられた補強部材を備えているものでもよい。このような補強部
材は、内輪や外輪の剛性を軸受面圧に応じて周方向に変化させることができ、従って、重
量の増加を必要最小限に抑えて面圧分布に生じる乱れを解消できる。
　上述した補強部材としては、たとえば外輪の外周面や内輪の内周面に設けたリブや補強
板等がある。なお、補強板の断面形状は、軸受面圧に応じて板圧を変化させたものでもよ
い。
　また、上述した補強部材は、軸受面圧を受ける上面側の剛性を増すように、上下方向の
上面側に対して部分的に取り付けたものでもよい。
【００１６】
　本発明の請求項５に係る旋回輪軸受構造は、内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体
を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造であって、無負荷時に前記転動体が前記軌道
輪の表面に接する初期接触角を、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように
周方向へ変化させて設定したことを特徴とするものである。
【００１７】
　このような旋回輪軸受構造によれば、無負荷時に転動体が軌道輪の表面に接する初期接
触角を、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化させて設定
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したので、負荷を受けた際に接触角が大きく変化することにより、接触楕円がエッジ部分
に乗り上がることで面圧が急上昇することを防止できる。すなわち、周方向に一定であっ
た初期接触角は、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化し
ているので、運転時の負荷を受けても接触楕円がエッジ部分に載り上がることはなく、従
って、接触角の変化を小さく抑えて面圧の急上昇を防止することが可能になる。
【００１８】
　本発明の請求項６に係る旋回輪軸受構造は、内輪及び外輪に形成した軌道輪間に転動体
を挟持してなる転がり軸受の旋回輪軸受構造であって、前記軌道輪の溝半径を、荷重負荷
及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化させて設定したことを特徴と
するものである。
【００１９】
　このような旋回輪軸受構造によれば、軌道輪の溝半径を、荷重負荷及び構造変形時の最
大面圧を低下させるように周方向へ変化させて設定したので、最大面圧発生部分の面圧を
抑え、かつ、軸受トルクの上昇を最小限に抑えることができる。すなわち、周方向に一定
であった軌道輪の溝半径は、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方
向へ変化しているので、運転時の負荷を受けた場合において転動体の直径と軌道輪の溝半
径との関係（比）が最適化され、最大面圧及び軸受トルクの抑制が可能になる。
【発明の効果】
【００２０】
　上述した本発明の旋回輪軸受構造によれば、重量の増大を最小限に抑えた剛性の調整及
び変化により、構造変形に伴う面圧分布の乱れが軸受性能に悪影響を及ぼすことを防止し
て良好な軸受性能を維持できる。
　また、初期接触角や軌道輪の溝半径を周方向に適宜変化させて最適化することにより、
面圧の急上昇防止、あるいは、最大面圧及び軸受トルクの抑制が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る旋回輪軸受構造について第１の実施形態を示す図で、（ａ）は平面
図、（ｂ）は（ａ）のＡ－Ａ断面図である。
【図２】第１の実施形態に係る旋回輪軸受構造の第１変形例を示す図で、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のＢ－Ｂ断面図である。
【図３】第１の実施形態に係る旋回輪軸受構造の第２変形例を示す図で、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のＣ－Ｃ断面図である。
【図４】第１の実施形態に係る旋回輪軸受構造の第３変形例を示す図で、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のＤ－Ｄ断面図である。
【図５】第１の実施形態に係る旋回輪軸受構造の第４変形例を示す図で、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のＥ－Ｅ断面図である。
【図６】第１の実施形態に係る旋回輪軸受構造の第５変形例を示す図で、（ａ）は平面図
、（ｂ）は（ａ）のＦ－Ｆ断面図、（ｃ）は補強部材の第１変形例である。
【図７】図６に示した第６変形例の旋回輪軸受構造について、第２変形例の補強部材を取
り付けた断面図である。
【図８】軌道輪間に挟持された転動体の接触角について、標準状態を示す説明用の断面図
である。
【図９】通常の初期接触角に起因する問題を説明するための図であり、（ａ）は正常な状
態の接触楕円及び面圧分布を示し、（ｂ）は構造変形の影響を受けた状態の接触楕円及び
面圧分布を示している。
【図１０】本発明に係る旋回輪軸受構造について第２の実施形態を示す図であり、初期接
触角を周方向へ変化させた設定例を示す説明図である。
【図１１】通常の初期接触角に設定した場合及び初期接触角を周方向へ変化させた場合に
ついて、最大面圧の抑制効果を示す説明図である。
【図１２】本発明に係る旋回輪軸受構造について第３の実施形態を示す図であり、曲率を
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周方向へ変化させた設定例を示す説明図である。
【図１３】通常の溝曲率に設定した場合及び溝曲率を周方向へ変化させた場合について、
最大面圧の抑制効果を示す説明図である。
【図１４】風力発電装置の概要を示す斜視図である。
【図１５】従来の旋回輪軸受（転がり軸受）構造及び体格変更による剛性確保を示す説明
図である。
【図１６】構造変形の有無による面圧分布（周方向角度に応じて変化する面圧）の違いを
示す図である。
【図１７】旋回輪に外力を受けた場合の構造変形例を示しており、（ａ）は内輪及び外輪
が楕円形に変形する場合の外力入力例、（ｂ）は内輪及び外輪が軸方向に撓む場合の外力
入力例、（ｃ）は内輪及び外輪の面間が広がる方向に変形する場合の外力入力例を示して
いる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明に係る旋回輪軸受構造の一実施形態を図面に基づいて説明する。
　本実施形態に係る旋回輪軸受構造は、たとえば図１４に示すような風力発電装置１にお
いて、ヨー駆動装置やピッチ駆動装置に適用される転がり軸受である。転がり軸受は、内
輪及び外輪の対向面にそれぞれ略半円形の断面形状を有する軌道輪を形成し、両軌道輪の
間にベアリング等の転動体を挟持した構成の機械要素である。
【００２３】
　風力発電装置１のヨー駆動装置は、ロータヘッド４の正面から風を受けるようにするた
め、タワー２の上端部でナセル３を風向に応じて旋回させる装置である。すなわち、ヨー
駆動装置においては、タワー２の上端部とナセル３の下面との間に介在させた旋回輪軸受
が、タワー２の上端部でナセル３をヨー旋回可能に支持している。この場合、旋回輪軸受
における上段側はナセル３側、下段側はタワー２側であり、従って、旋回輪軸受の上下方
向が軸方向となり、左右方向が径方向となる。
　風力発電装置１のピッチ駆動装置は、ロータヘッド４に取り付けられた各風車翼５のピ
ッチ角を風速等の変化に対応して調整するため、風車翼５をロータヘッド４に対して旋回
させる装置である。すなわち、ピッチ駆動装置においては、風車翼５の根元（下端部）と
ロータヘッド４との間に介在させた旋回輪軸受が、ロータヘッド４に対して風車翼５を旋
回（ピッチ角調整）可能に支持している。この場合、旋回輪軸受における上段側は風車翼
５の先端側、下段側は風車翼５の根元側（ロータヘッド４側）であり、従って、旋回輪軸
受の上下方向が軸方向となり、左右方向が径方向となる。
【００２４】
＜第１の実施形態＞
　図１に示す実施形態の旋回輪軸受１０Ａは、内輪１１及び外輪１２Ａに形成された軌道
輪１４，１５を備え、対向する軌道輪１４，１５間に転動体１３を挟持してなる転がり軸
受である。図示の旋回輪軸受１０Ａでは、軌道輪１４，１５が上下に２組形成され、転動
体１３が上下２段に配設された構成とされるが、特に限定されることはない。
【００２５】
　そして、本実施形態の旋回輪軸受１０Ａでは、外輪の剛性を周囲より高めた剛性強化部
２０Ａが軸受面圧の高い周方向領域に設けられている。なお、軸受面圧の分布については
、事前の計算により求めることができる。
　図示の剛性強化部２０は、外輪１２Ａの外径を非真円にして外側に拡幅した幅広部であ
る。すなわち、外輪１２Ａの剛性強化部２０Ａは、左右方向（Ａ－Ａ断面）の外輪幅ｔａ
を上下方向の外輪幅ｔｂより大（ｔａ＞ｔｂ）として幅広とした領域である。換言すれば
、外輪１２Ａの平面視において、軸受面圧の高い領域になる左右方向の外輪幅ｔａを最大
とし、軸受面圧が低く最小幅となる上下方向の外輪幅ｔｂまで、徐々に外輪幅を変化させ
た形状となっている。
【００２６】
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　このような旋回輪軸受１０Ａの構造によれば、周方向において軸受面圧の高い領域に対
して、外輪１２Ａの剛性を周囲より高めた剛性強化部２０Ａを設けたので、剛性強化部２
０Ａを設けた外輪の剛性は、軸受面圧の高い領域で高くなるよう周方向に変化する。この
ような外輪１２Ａの剛性向上は、旋回輪軸受１０Ａ全体の剛性を同様に向上させることに
なるので、重量の増加を必要最小限に抑えて面圧分布に生じる乱れを解消し、全周にわた
って略均一な面圧分布を実現できる。
【００２７】
　すなわち、外輪１２Ａの剛性強化部２０Ａは、軸受面圧が高く変形しやすい周方向の領
域に対して部分的に剛性を高く設定したものであり、周方向において強度的に余裕のある
領域については、重量増加の原因となる剛性強化部２０Ａが設けられていない。従って、
本実施形態の旋回輪軸受１０Ａは、面圧分布を均一化して軸受性能を維持しつつ、旋回輪
軸受１０Ａの全体重量を抑えることが可能になる。
　なお、図示の旋回輪軸受１０Ａは、左右方向に幅広の外輪幅ｔａにして剛性強化部２０
Ａを形成しているが、剛性強化部２０Ａの周方向領域は、軸受面圧の領域に応じて適宜変
更可能なことはいうまでもない。
【００２８】
　図２に示す旋回輪軸受１０Ｂは、上述した外輪１２Ａの剛性強化部２０Ａに代えて、内
輪１１Ａに剛性強化部２０Ｂを設けた第１変形例を示している。なお、上述した実施形態
と同様の部分には同じ符号を付し、その詳細な説明は省略する。
　図示の剛性強化部２０Ｂは、内輪１１Ａの内径を非真円にして内側に拡幅した幅広部で
ある。すなわち、内輪１１の剛性強化部２０Ｂは、左右方向（Ｂ－Ｂ断面）の内輪幅を上
下方向の内輪幅より大として幅広とした領域である。換言すれば、内輪１１Ａの平面視に
おいて、軸受面圧の高い領域になる左右方向の内輪幅を最大とし、軸受面圧が低く最小幅
となる上下方向の内輪幅まで、徐々に外輪幅を変化させた形状となっている。
【００２９】
　このような旋回輪軸受１０Ｂの構造によれば、周方向において軸受面圧の高い領域に対
して、内輪１１Ａの剛性を周囲より高めた剛性強化部２０Ｂを設けたので、剛性強化部２
０Ｂを設けた内輪の剛性は、軸受面圧の高い領域で高くなるよう周方向に変化する。この
ような内輪１１Ａの剛性向上は、上述した実施形態と同様に、旋回輪軸受１０Ｂ全体の剛
性を同様に向上させることになるので、重量の増加を必要最小限に抑えて面圧分布に生じ
る乱れを解消し、全周にわたって略均一な面圧分布を実現できる。
　なお、上述した内輪１１Ａの剛性強化部２０Ｂ及び外輪１２Ａの剛性強化部２０Ａは、
各々単独で採用するだけでなく、両方を組み合わせた構成も可能である。
【００３０】
　また、上述した実施形態及び第１変形例は、いずれも矩形断面の剛性強化部２０Ａ，２
０Ｂとしたが、たとえば図３に示す第２変形例及び図４に示す第３変形例のように、断面
形状を台形形状とした剛性強化部２０Ｃ，２０Ｄとしてもよい。
　図３に示す第２変形例において、旋回輪軸受１０Ｃの軸方向断面形状は、図１に示した
外輪１２Ａの剛性強化部２０Ａについて、軸受面圧を受ける上面側の辺が長く、上面側と
平行な下面側の辺を短くした台形状が採用されている。すなわち、剛性強化部２０Ｃは、
外輪１２Ａ′に幅広部を形成する外周面の下方が内周方向へ絞られた傾斜面となっている
。
【００３１】
　一方、図４に示す第３変形例において、旋回輪軸受１０Ｄの軸方向断面形状は、図２に
示した内輪１１Ａの剛性強化部２０Ｂについて、軸受面圧を受ける上面側の辺が長く、上
面側と平行な下面側の辺を短くした台形状が採用されている。すなわち、剛性強化部２０
Ｄは、内輪１１Ａ′に幅広部を形成する内周面の下方が外周方向へ絞られた傾斜面となっ
ている。
　このように、幅広部が台形状の断面形状を有している剛性強化部２０Ｃ，２０Ｄは、軸
受面圧を受ける上面側の辺が長く、上面側と平行な下面側の辺を短くした台形状であるか
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ら、重量の増加を必要最小限に抑えて効率よく断面積及び剛性を増し、面圧分布に生じる
乱れを解消することができる。
【００３２】
　また、上述した本実施形態の旋回輪軸受１０Ａに代えて、すなわち幅広部を形成する剛
性強化部２０に代えて、補強部材を取り付ける構成としてもよい。
　図５に示す第４変形例の旋回輪軸受１０Ｅは、外輪１２の外周面に補強部材のリブ３０
を取り付けた剛性補強部２０Ｅとなる。このリブ３０は、周方向において軸受面圧の高い
領域の外輪１２に対して、複数枚が溶接等により取り付けられている。このようなリブ３
０を取り付ける外周面の領域は、上述した剛性強化部２０Ａの幅広部と略同じである。こ
の場合、リブ３０を取り付ける周方向のピッチは、等ピッチにしてもよいし、あるいは、
軸受面圧の高い領域ほど密にしてもよい。
【００３３】
　図６に示す第５変形例の旋回輪軸受１０Ｆは、外輪１２の外周面に補強部材の補強板３
１を取り付けた剛性補強部２０Ｆとなる。この補強板３１は、周方向において軸受面圧の
高い領域の外輪１２に対して溶接等により取り付けられている。このような補強板３１を
取り付ける外周面の領域は、上述した剛性強化部２０Ａの幅広部と略同じである。
　この場合、補強板３１の板厚は、たとえば図６（ａ）、（ｂ）に示すように、全体を同
一にしてもよいが、たとえば６（ｃ）に示すように、軸受面圧の高い領域ほど厚くした補
強板３１Ａを取り付けてもよい。
【００３４】
　また、上述した補強部材は、たとえば図７に示す第６変形例のように、軸受面圧を受け
る上面側の剛性を増すように、上下方向の上面側に対して部分的に取り付けたものでもよ
い。すなわち、図示の第６変形例では、外輪１２の外周面に対して上部の略半面にのみ補
強板３１Ｂが取り付けられた剛性補強部２０Ｇとなっている。このような補強板３１Ｂを
取り付けた剛性補強部２０Ｇは、外輪１２Ａ′に形成した幅広部の断面形状が台形状であ
る第２変形例（図３参照）の剛性強化部２０Ｃと同様の作用効果を得ることができる。
　この場合の補強板３１Ｂは、板厚が同一のものでもよいし、あるいは、軸受面圧の高い
領域ほど板厚を厚くしたものでもよい。なお、補強板３１Ｂに代えて、第４変形例（図５
参照）に示すようなリブを採用してもよい。
【００３５】
　また、上述した第４変形例～第６変形例においては、外輪１２の外周面に補強部材のリ
ブ３０や補強板３１，３１Ａ，３１Ｂを取り付けていたが、同様の補強部材を内輪１１の
内周面に取り付けることも可能である。
　このような補強部材による剛性強化部２０Ｅ，２０Ｆ，２０Ｇの形成は、内輪１１や外
輪１２の剛性を軸受面圧に応じて周方向に変化させることができ、従って、重量の増加を
必要最小限に抑えて面圧分布に生じる乱れを解消できる。
【００３６】
＜第２の実施形態＞
　次に、本発明に係る旋回輪軸受構造について、第２の実施形態を図８～図１１に基づい
て説明する。なお、図８～図９は要部の曲率等を誇張し図であり、上述した実施形態と同
様の部分には同じ符号を付し、その詳細な説明は省略する。
　図８は、内輪１１の軌道輪１４と外輪１２の軌道輪１５との間に挟持された球状の転動
体１３について、接触角θが正常な状態にある標準状態を示している。このような標準状
態では、水平軸及び垂直軸からそれぞれ４５度となる初期接触角と接触角θとが一致して
おり、合計４箇所の接触位置Ｔが形成されている。なお、転動体１３の半径はｒ、軌道輪
１４，１５の曲面は半径Ｒの円弧である。
【００３７】
　図８に示す標準状態では、図９（ａ）に示すように、４５度の初期接触角と一致する接
触角θの方向で玉荷重Ｆが作用しており、この接触角θを中心にして左右対称の接触楕円
及び面圧分布が形成されている。
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　通常の転がり軸受において、図１１の左側に示す「通常」のように、破線で示す初期接
触角の４５度は、周方向に一定となるように製作されている。そして、運転時の接触角θ
は、荷重の状況や構造変形量によって、たとえば図１１に実線で示すサインカーブのよう
に変化する。このため、図９（ｂ）に示すように、接触角θがθ１まで大きく変化した場
合には、接触楕円がエッジ部分に載り上がるので、エッジ載り上げにより面圧を急上昇さ
せることになる。なお、この場合のエッジ部分は、軌道輪１５の端部１５ａとなる。
【００３８】
　そこで、本実施形態では、内輪１１及び外輪１２に形成した軌道輪１４，１５間に転動
体１３を挟持してなる転がり軸受において、無負荷時に転動体１３が軌道輪１４，１５の
表面に接する初期接触角を、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように、周
方向へ変化させて設定する。すなわち、図１０及び図１１の「初期接触角を変化」に示す
ように、破線表示の初期接触角を、実線表示の運転時接触角と位相をずらして上下のピー
クが逆のサインカーブとなるように周方向へ変化させている。
　この場合、破線で示す初期接触角のピークは、図１０に示すように、下のピークθａが
標準の初期接触角４５度より小さく、上野ピークθｂが標準の初期接触角４５度より大き
くなっている。
【００３９】
　このような旋回輪軸受構造によれば、無負荷時に転動体１３が軌道輪１４，１５の表面
に接する初期接触角の設定が、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周
方向へ変化して製作されているので、荷重負荷及び構造変形時に接触角θが大きく変化す
るようなことはなく、従って、接触楕円がエッジ部分に載り上がることで面圧が急上昇す
ることを防止できる。すなわち、運転時接触角が大きくなる周方向角度では予め初期設定
角度を小さく設定しておき、反対に、運転時接触角が小さくなる周方向角度では予め初期
設定角度を大きく設定しておくので、負荷を受けた際に変化する接触角θは、通常の初期
接触角である４５度から大きく離れた値まで変化することを防止できる。
【００４０】
　こうして荷重負荷及び構造変形時における接触角θの変化を抑制すると、接触角θの変
化に起因して接触楕円がエッジ部分に載り上がり、面圧が急上昇することを防止できる。
すなわち、周方向に一定であった初期接触角は、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低
下させるように周方向へ変化して設けられているので、運転時の負荷を受けても接触楕円
がエッジ部分に載り上がることはなく、従って、接触角θの変化を小さく抑えて面圧の急
上昇を防止することが可能になる。具体的には、図１１に示すように、運転時接触角の変
化が小さくなったことにより、換言すれば、運転時接触角が通常の初期接触角である４５
度に近づいたことにより、面圧の最大値はΔＰだけ低減している。
【００４１】
＜第３の実施形態＞
　最後に、本発明に係る旋回輪軸受構造について、第３の実施形態を図８及び図１２、図
１３に基づいて説明する。なお、図１２は要部の曲率等を誇張し図であり、上述した実施
形態と同様の部分には同じ符号を付し、その詳細な説明は省略する。
　滑り軸受の軸受内面圧は、転動体１３の直径及び軌道輪１４，１５の溝半径により、す
なわち、転動体１３の半径ｒ及び軌道輪１４，１５を形成する円弧の溝半径Ｒとの比（溝
曲率＝Ｒ／２ｒ）により変動する。具体的には、溝曲率が５０％に近い値となり、転動体
１３の直径２ｒと軌道輪１４，１５の溝半径Ｒとが近いほど、面圧は小さくなる。
　但し、転動体１３の直径と溝半径Ｒとが近い値になると、転動体１３の接触面積が増加
するため、滑り軸受の軸受トルク（軸受回転に必要な力）が大きくなり、発熱によるパワ
ーロスが増大する。
【００４２】
　そこで、本実施形態の旋回輪軸受構造では、内輪１２及び外輪１３に形成した軌道輪１
４，１５間に転動体１３を挟持してなる転がり軸受において、たとえば図１２に示すよう
に、軌道輪１４，１５の溝半径Ｒを、荷重負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるよ
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うに周方向へ変化させて設定する。すなわち、通常は周方向に一定である溝半径Ｒを、本
実施形態では、最大面圧を低下させるように、周方向で事前に変化させて製作する。
【００４３】
　図１２に示す具体例において、軌道輪１５の溝半径Ｒが軌道輪１４の溝半径Ｒ′より小
さい（Ｒ＜Ｒ′）断面部分では、非接触時に内輪１１側の軌道輪１４に対して転動体１３
が接触していない。しかし、転動体１３の接触時には、運転時の負荷により内輪１１が移
動または変形することにより、内輪１１側の軌道輪１４にも転動体１３が接触する。この
結果、図１３に示すように、「通常」時に一定の溝曲率は、「溝曲率を軸受製作時に周方
向へ変化」させることにより、面圧の最大値がΔＰだけ低減されている。
【００４４】
　このような本実施形態の旋回輪軸受構造によれば、軌道輪１４，１５の溝半径を、荷重
負荷及び構造変形時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化させて設定したので、最
大面圧発生部分の面圧を抑え、かつ、軸受トルクの上昇を最小限に抑えることができる。
すなわち、周方向に一定であった軌道輪１４，１５の溝半径Ｒは、荷重負荷及び構造変形
時の最大面圧を低下させるように周方向へ変化しているので、運転時の負荷を受けた場合
において転動体１３の直径と軌道輪１４，１５の溝半径との関係（比）である溝曲率が最
適化され、最大面圧及び軸受トルクの抑制が可能になる。
【００４５】
　以上説明したように、上述した各実施形態の旋回輪軸受構造によれば、転がり軸受の重
量増大を最小限に抑えた剛性の調整及び変化により、構造変形に伴う面圧分布の乱れが軸
受性能に悪影響を及ぼすことを防止して良好な軸受性能を維持できる。
　また、初期接触角や軌道輪の溝半径を周方向に適宜変化させて最適化することにより、
面圧の急上昇防止、あるいは、最大面圧及び軸受トルクの抑制が可能になる。
　この結果、面圧の最大値を抑え、同一寸法の転がり軸受に対して、使用限界をあげるこ
とができる。
【００４６】
　そして、上述した転がり軸受を風力発電装置１のヨー駆動装置やピッチ駆動装置の旋回
輪軸受として採用すれば、タワー２の上部構造体を軽量化して荷重負担を軽減することが
できる。
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されることはなく、その要旨を逸脱しない範囲
内において適宜変更することができる。
【符号の説明】
【００４７】
　　１　　風力発電装置
　　２　　タワー
　　３　　ナセル
　　４　　ロータヘッド
　　５　　風車翼
　１０，１０Ａ～１０Ｇ　　旋回輪軸受（転がり軸受）
　１１，１１Ａ′　　内輪
　１２，１２Ａ′　　外輪
　１３　　転動体
　１４，１５　　軌道輪
　２０Ａ～２０Ｇ　　剛性強化部
　３０　　リブ（補強部材）
　３１，３１Ａ，３１Ｂ　　補強板
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